
協議第１０２号                平成１６年６月１０日確認  
 

各種事務事業の取扱い（ごみ対策関係）について  
   

 各種事務事業の取扱い（ごみ対策関係）について別紙のとおり提出する。  
  平成１６年６月１０日提出  
 
 

                 津地区合併協議会  
                     会長 近 藤 康 雄  

 
 
 



先進地事例

調整の内容（案）

１　一般廃棄物処理業の許可等については、津市の例により調整する。
２　リサイクル資源回収活動報奨金については、６円/ｋｇを目途に調整する。
３　生ごみ処理機等購入費補助金の限度額については、生ごみ処理機は１世帯１
　基、25,000円、コンポストは１世帯１基、3,000円を目途に調整する。
４　家庭ごみの収集については、合併後も当分の間現行のとおりとし、新市にお
　いて策定する一般廃棄物処理計画に基づき、できるだけ早く新市の一体性を確
　保できるよう調整する。
５　収集ステーションの設置方法等については、合併後も当分の間現行のとおり
　とする。ただし、設置補助金の補助率、限度額については、合併までに調整す
　る。
６　ごみ処理施設使用料については、15,000円／ｔとする。
７　ごみ処理施設操業に関する協定については、現行のまま新市に引き継ぐもの
　とする。

【静岡市】
　清掃事業の取扱い
　市民生活に支障をきたさないことを基本に、新市において再編する。
　(1)ごみ処理事業については、ごみの減量化・資源化を推進するとともに、収集方法等を新市において再編する。
　(2)し尿処理事業については、収集体制は当面現行のとおりとする。なお、収集料金については、合併後速やかに、統一に向け調整するものとする。

【周南市】
　環境衛生、環境保全事業
　(1)し尿収集
　　　徳山市の例により調整する。ただし、熊毛町の収集方法は、当面現行のとおりとする。
　(2)ごみ収集
　　　新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。
　(3)指定ごみ袋
　　　新市に移行後、速やかに調整する。

【いなべ市】
　環境対策事業
　1　ごみの資源化については、当面現行どおりとするが、統一に向けて調整する。
　2　ごみの収集については、当面現行の収集体制を維持し、統一に向けて調整する。
　3　生ごみ処理機購入費補助については、コンポストは員弁町、電気式生ごみ処理機は藤原町の制度に統一する。
　4　不法投棄廃棄物回収補助事業について、現行の事業は存続とする。
　5　一般廃棄物集積場整備事業助成については、制度を廃止し新市において整備する。維持管理については、現行のとおりとする。
　6　環境審議会については、新市において新たに組織する。

津地区合併協議会

協議項目

関係項目

２５　各種事務事業の取扱い

　　　ごみ対策関係



協議第４３号                 平成１５年  月 日確認  
 

各種事務事業の取扱い（ごみ対策関係その２）について  
   

 各種事務事業の取扱い（ごみ対策関係その２）について別冊のとおり提出す

る。  
  平成１５年１２月４日提出  
 
 

                 津地区合併協議会  
                     会長 近 藤 康 雄  

 
【協議結果】  
  継続審議となりました。  

 
 



協議第４３号

協 議 会 協 議 項 目 （ 案 ）

津 地 区 合 併 協 議 会

各種事務事業の取扱いについて

ごみ対策関係（その２）



・全ステーション
　60箇所
（燃やせるごみ、燃やせない
ごみ）

・全ステーション
　約140箇所

・燃やせるごみ
　約5,500箇所
・燃やせないごみ
　約2,100箇所
合計　約7,600箇所

・全ステーション数
　約600箇所

・燃やせるごみ　　272箇所
・燃やせないごみ　193箇所
・資源ごみ　　　　184箇所
・粗大ごみ　　　　 29箇所
合計　　　　　　　約300箇所
（兼ねるステーションがあ
る。）

・全ステーション数
　約100箇所

・ステーションの管理者、設
置者等から新設・移転・廃止
届出書を提出させ現地調査後
決定する。

・自治会長と担当課で協議の
上、設置場所の新設・移転等
を行う。

・担当課で合意した場所で届
出（新設・移転・廃止）をし
てもらう。

・設置場所は各区で決める

・市で独自に設置したステー
ションはなし。
・設置に関して補助金なし。

過去３ヵ年実績
　　　件数　実績額（円）
H12　　ー　　ー
H13　　ー　　ー
H14　　ー　　ー

・市で独自で設置したステー
ションはなし。
（補助金）
集積所：補助率　2/3
　　補助金限度額　45万円
集積庫：補助率　2/3
　　補助金限度額　12万円

過去３ヵ年実績
　　　件数　　実績額（円）
H12　　25(3)　　4,751,000
H13　　24(3)　　3,047,000
H14　　22(3)　　5,702,000
件数は集積所数と（　）内集
積庫数
実績額は集積所、集積庫合わ
せた額

・自治会の新設した集積所に
対し上限を15万円とし、半額
補助

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　2　　1,359,000
H13　　5　　　525,200
H14　　5　　　448,300

・自治会の要望により新設、
改修に対し補助金を支出。
　上限５万円（５万円未満は
全額）

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　9　　　438,606
H13　　8　　　396,056
H14　　4　　　200,000

・村で独自に設置したステー
ションはなし。
・設置に関し補助金の支出な
し。

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　ー　　ー
H13　　ー　　ー
H14　　ー　　ー

・町独自で設置したステー
ションはなし。（小・中学
校、保育園、町体育館も収
集）
・設置、修繕に関し 1/3の補
助金を支出。（上限７万円）

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　3　　　148,000
H13　　5　　　489,000
H14　　4　　　181,000

5 家庭ごみの収集ス
テーションの設置
状況

・自治会またはアパート・マ
ンション等の管理人で管理

・自治会またはアパート・マ
ンション等の管理人で管理

・自治会又はアパート、マン
ション等の管理人で管理

・ステーションは自治会で管
理

・区、自治会で管理 ・区、自治会で管理

・自治会と担当課で協議の
上、設置場所の新設・移転等
を行う。

・担当課で合意した場所で届
出（新設・移転・廃止）をし
てもらう。

美　里　村 安　濃　町

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表
様式４

協　議　項　目 ２５　各種事務事業の取扱い 専　門　部　会 環境部会

久　居　市

関　係　項　目 　　　ごみ対策関係 分　   科　   会

河　芸　町 芸　濃　町

ごみ収集分科会

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

津　　　　市
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・燃やせるごみ　約130箇所
・その他　　　　　  1箇所
合計　　　　　　　 131箇所

・管理は自治会で実施・管理は自治会で実施
・アパート、マンション等の
管理人で管理

・設置場所は各地区で決め
る。

・町においてごみ箱を購入し
設置する。

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　 13　　　952,770
H13　 14　　1,026,060
H14　 10　　　732,900

・管理は自治会で実施
　集積所の新設、改修等補助
金（８０％補助、上限２０
万）

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　6　　  719,872
H13　 12　　1,827,640
H14　 11　　1,814,280

・町が設置後の管理は自治会
や付近の住民が行う

・届出した自治会、アパー
ト、マンションの管理人で管
理

白　山　町

・集積所の新設、改修等補助
金
　事業費上限50万円　1/3補助

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　4　　　624,000
H13　　5　　　649,000
H14　 24　  2,728,000

・町独自の設置集積所はな
し。
・設置補助金：補助率３割(上
限15万円)

過去３ヵ年実績
　　件数　　実績額（円）
H12　　2　　　146,000
H13　　2　　　300,000
H14　　3　　　344,000

・自治会長と担当課で協議の
上、設置場所の新設・移転等
を行う。

・設置場所は各自治会で決め
る。

５．新市に移行後も、当分の間現行のとおりとし、随時調整する。（合併後３年程度）

美　杉　村香 良 洲 町 一　志　町
調整の具体的内容

様式４

調　整　の　内　容

　収集ステーションの設置方法、管理方法等については、新市移行後も当
分の間現行のとおりとし、随時調整する。
　ただし、補助金については、新市における一体性や公平性を確保する観
点から、取り扱いを統一することが望ましく、自治会が管理するものを対
象に、各市町村の実績の範囲内で、補助金限度額を事業費の1/3、上限を15
万円として、合併と同時に新たな制度を制定する方向で調整する。

過去３ヵ年実績（合計）
　　件数　　実績額（円）
H12　 67　　 9,139,248
H13　 78　　 8,259,956
H14　 86　  12,150,480

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

構 成 市 町 村 の 現 況

・担当課の合意した場所にお
いて届出（新設・移転・廃
止）をしてもらう。

・全ステーション
　184箇所

・全ステーション　130箇所
　（燃やせるごみ、燃やせな
いごみ）
・粗大ごみ排出場　17箇所
　（年3回）

・全ステーション
　149箇所
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7 　昭和６１年操業以来地元地区と
覚書・公害防止協定締結。
（概要）
○公害防止協定の締結
　公害防止対策
・排ガス等を基準値以下にするこ
と。
・汚水は放流しない。
・焼却灰は北神山地区以外に搬出
すること。
・一般廃棄物以外焼却しない。
・協定期限は平成２０年３月末日
と定める。また、協議の上再協定
できる。
○２０年間操業期限に関する覚書
・１号炉は平成１８年３月末日を
もって撤去する。

ごみ処理施設操業
に関する協定

　当センターが昭和54年に操業し
て以来、地元地区と当該協定を締
結し、その内容については、５年
毎に見直している。
〈協定の概要〉
○１日の処理量を制限しているこ
と。
○公害防止対策として、
・排ガス、騒音を基準値以下とす
ること。
・臭気が場外へ漏洩しないこと。
・大気、水質、土壌の周辺環境調
査を実施すること。
などを規定していること。
○搬入車両の安全運行、衛生面を
規定していること。
○地域住民の当センターへの立ち
入り権を規定していること。
○当該協定の適正な運用を図るた
め、地域住民で組織する公害防止
協議会を市と住民の連絡協議機関
として位置付けていること。

　平成６年施設建設時に地元地区
と覚書・補償協定・公害防止協定
を締結。
（概要）
・ 将来建替えが必要な場合は、地
元と協議する。
・ 施設への搬入道路使用規制あ
り。
・ 公害対策協議会の設置。

　平成７年施設建設前に地元地区
と覚書・補償協定を締結。
（概要）
・美化センター運転時に故障が発
生した時は、即時運転を停止して
迷惑のかからないようにする。

それぞれの施設に設置時の経緯があり、
現行のまま新市に引き継ぐ。

様式４

津　地　区　合　併　協　議　会　　　調　整　内　容　表

協　議　項　目
７．現行のまま新市に引き継ぐ。

関　係　項　目 　　　ごみ対策関係 分　   科　   会 ごみ処理施設分科会

２５　各種事務事業の取扱い 専　門　部　会 環境部会
調整の内容

区　　　　　分
構　　　　　　　成　　　　　　　市　　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　の　　　　　　　現　　　　　　　況

調整の具体的内容
津市西部クリーンセンター クリーンセンターおおたか 河芸町美化センター 安芸美清掃センター
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